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宮崎市旅費計算等業務委託 公募型プロポーザル実施要領

１ 目的

宮崎市旅費計算等業務委託仕様書（以下、仕様書と言う。）のとおり

２ 業務の概要

（１）名称 宮崎市旅費計算等業務委託

（２）仕様書のとおり

（３）履行期間 令和８年４月１日（水）から令和９年３月３１日（水）まで

（４）提案限度額

委託料： ３，５２０，０００円（消費税及び地方消費税を含む）

※なお、この金額は契約時の予定価格を示すものではなく、仕様書の内容に係る予算規模を

示したものです。優先交渉権者の決定後、提案内容等に基づき、改めて仕様書を定め、見

積書の提出を求めます。

３ プロポーザル方式及びその理由

宮崎市総務事務センター（以下「センター」という。）の運営を一部委託する本業務は、本市の

内部系共通事務とその改善に係る専門的な知識を要することから、価格による事業者選定ではな

く、広く提案を受けることで、実績・能力等を総合的に評価し、より効果的な提案を行う事業者を

選定することができるため、公募型のプロポーザル方式を採用します。

４ スケジュール（予定）

※ただし、各実施日については、事務の都合等により変更の可能性あり。

５ 応募資格

本業務への応募資格を有する者は次の各号に掲げる全ての要件を満たす法人又はグループ（以下

「法人等」という。）であって、当該業務を適切、公正、中立かつ効率的に実施することができる

者とします。

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しない

者であること。

（２）法人等及び法人等の代表者が宮崎市税及び国税を滞納していないこと。

（１）公募開始日 令和７年１２月２６日（金）

（２）参加申込の提出締切日 令和８年１月２１日（水）午後４時３０分必着

（３）質問の締切日 令和８年１月２３日（金）正午

（４）質問に対する回答日 令和８年１月２６日（月）までに随時

（６）提案書等の提出締切日 令和８年２月２日（月）午後４時３０分必着

（７）プレゼンテーション 令和８年２月６日（金）予定

（８）審査結果通知 令和８年２月９日（月）以後を予定

（９）契約締結 令和８年２月中旬を予定
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（３）参加申込書の提出期限から優先交渉権者の選定までの間に、宮崎市の競争入札において入

札参加資格停止措置を受けていないこと。

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事

再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定に基づく再生手続開始の申立てをしている者でな

いこと。いずれかの申立ての事実がある者にあっては、当該申立てに基づく更生手続開始の決

定又は再生手続開始の決定がなされていること。

（５）会社法（平成１７年法律第８６号）の規定に基づく清算の開始又は破産法（平成１６年法

律第７５号）の規定に基づく破産手続開始の申立てをしている者でないこと。

（６）法人等の代表者等が、次に掲げる事項のいずれにも該当しないこと。

①代表者等が暴力団関係者（宮崎市暴力団排除条例（平成２３年条例第４７号）第２条第

３号に規定する者。以下同じ。）である場合

②代表者等が暴力団関係者を使用した場合

③代表者等が暴力団関係者に対して、金銭、物品その他の財産上の利益を与えた場合

④代表者等が暴力団関係者と交際等を有している場合

※本市と宮崎県警察本部との間で締結した「宮崎市が暴力団排除措置を講ずるための連携に関す

る協定書」に基づき、提出された代表者等の名簿をもとに照会を行い、該当するか否かを確認

します。

（７）過去に国や地方公共団体で類似業務の実績があること。

６ 参加申込の手続き

（１）事務局（問い合わせ先、参加申込・質問・企画提案書等の提出先）

〒８８０-８５０５ 宮崎市橘通西１丁目１番１号

宮崎市 総務部 市役所改革推進課 行革・働き方改革推進係（本庁舎４階）

担当：本市（もといち）、郡司（ぐんじ）

電話 0985-45-0716（直通）

電子メール 01kaikaku＠city.miyazaki.miyazaki.jp

（２）提出書類

次の書類をＰＤＦにして暗号化した上で、電子メール等により提出してください。

①公募型プロポーザル参加申込書兼誓約書 《様式第１号》

②法人等の概要（パンフレット等がある場合は添付）

③グループ協定書兼委任状《様式第２号》（共同企業体での応募をする場合のみ）

④業務実績表 《様式第３号》

⑤④の実績を証明する書類（契約書写し等）

⑥履歴事項全部証明書（商業・法人登記簿謄本）（発行後３か月以内、写し可） ※

⑦法人等の宮崎市税及び国税の滞納無（未納税額のない）証明書（書式３の３） ※

（発行後３か月以内、写し可）（納税義務がない場合は提出不要）

⑧暴力団排除に関する誓約書兼照会承諾書 《様式第４号》 ※

※宮崎市競争入札参加資格者名簿に登載されている者は、上記⑥～⑧の提出は不要。

（３）提出方法・期限

電子メールでの提出 令和８年１月２１日（水）午後４時３０分必着
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※メール送信後、送信完了の旨を電話でご連絡ください。メールでの提出が難しい場合は別

途ご相談ください

（４）留意事

提出期限までに上記（２）の書類を提出しなかった法人等は、企画提案書を提出すること

ができません。

７ 質問及び回答

（１）質問の受付

①受付期間

令和８年１月５日（月） ～ 令和８年１月２３日（金）正午

②提出方法

公募型プロポーザル質問書《様式第５号》に記入の上、前記６ （１）宛に電子メー

ルにより提出してください。メール送信後、送信完了の旨を電話でご連絡ください。

（２）質問に対する回答

令和８年１月２６日（月）までに本市のホームページに随時掲載します。

８ 企画提案書の提出

前記 ６ のとおり、参加申込をされた法人等（以下「提案事業者」という。）は、以下のとおり

企画提案書等を作成し、ＰＤＦにして暗号化した上で、電子メールにより提出してください。

（１）提出書類

※企画提案書、見積書の様式は任意です。企画提案書は、原則、Ａ４判横書き１０頁程度としま

す。なお、参考資料を添付することは差し支えありませんが、点数には影響しません。

※見積書は、以下の項目を参考に作成してください（項目の詳細については仕様書を参考にす

ること）。

（２）提出方法・期限

電子メールでの提出 令和８年２月２日（月）午後４時３０分必着

※メール送信後、送信完了の旨を電話でご連絡ください。メールでの提出が難しい場合は別

途ご相談ください。

（３）企画提案書記載事項

企画提案書は仕様書を参考に、次に掲げる項目を順に記載してください。

書類名 留意事項等

企画提案書 正本 提案事業者名を記載すること。

副本 提案事業者名や提案事業者を類推・特定できる部分、社名やロゴなどを

消し、提案者が特定される事項は記載しないこと。

見積書 開設準備業務、運営業務それぞれについて記載すること。押印不要。

項目 単位 単価 数量 金額

(1)業務（管理） 人日

(2)業務（旅費計算等） 人日

(3)その他(諸経費・管理費など ※) 必要経費を記入

消費税及び地方消費税

合計
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（４）企画提案が無効になる場合

次のいずれかに該当する企画提案は無効とします。

・企画提案書等提出書類に虚偽の記載を行った者による提案

・前記２ （４）に示す提案限度額を超える提案

・提出期間内に所定の書類を提出しなかった場合

・その他、企画提案に関する条件に違反した提案

（５）企画提案書提出後の辞退

参加申込書を提出した後に、本公募への参加を辞退する場合は、「公募型プロポーザル辞

退届」《様式第６号》を記載し、ＰＤＦにして電子メールにより提出してください。

（６）その他

・企画提案は、１者につき１案とします。

・企画提案に係る費用は、提案事業者の負担とします。

・提出書類は返却しません。

・提出期限後の提案書の提出、期限後の提案書の差し替え、再提出は認めません。

・ただし、審査の過程で必要となった場合は、参加申込、企画提案書、見積書以外の書類

の提出を求める場合があります。

・採用された企画提案書等は、宮崎市情報公開条例（平成１４年条例第３号）に基づく公

文書公開請求の対象となる場合があります。

９ 審査の方法及び選考基準等

（１）審査方法

①提出された企画提案書をもとに、業者選定のために組織されたメンバーで構成する選定

委員会において、書類審査及びプレゼンテーション審査を実施し、（２）審査基準に基

づき採点を行います。

②失格者を除き、①の方法によって算出した合計得点が最も高い提案事業者を優先交渉権

者とします。また、次点交渉権者も併せて選定します。

１.管理体制
1.1 実施方法 契約期間開始に向けた準備の実施方法（事業計画の概要、スケジュー

ル）。実施体制、要員の役割。要員育成（研修計画）等。

1.2 業務フロー・マニュ

アル

旅行パターンごとのフロー・マニュアルのイメージ。

1.3 個人情報管理 職員の氏名、年齢、行動予定（出張先）などの個人情報の管理

２.業務内容
2.1 実施方法 業務の実施方法（旅行者との連絡方法等含む）。

2.2 進捗管理 業務を安定的かつ効率的に実施するための進捗管理の方法。

2.3 経費節減 宿泊パックや割引制度等の効果的な活用。

2.4 品質管理 誤計算防止の体制、規程準拠の確認フロー等。

2.5 対応力 法令等の改正や業務方法、様式変更への対応等。

2.6 情報共有 市職員との情報共有、書類やデータの授受の方法。

2.7 引継ぎ 移行期間中の対応及び次期業者への引継方法。

３.過去の実績
3 類似実績 類似業務の実績。本業務への反映。
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③同一得点により②における優先交渉権者となるべき提案事業者が複数いた場合は、審査

基準の「3.1 実施方法」の各評価者の合計得点（②と同様の方法）が最も高い提案事業

者を優先交渉権者とします。

④合計点数及び全ての評価基準の点数が同一の提案事業者が複数いた場合は、委員間協議

により、優先交渉権者名簿の順位を決定します。

⑤上記にかかわらず、合計得点が満点時（全評価者人数分の満点の合計から２名分を除い

た点数）の５０％未満の場合には、優先交渉権者として選定しないこととします。

プレゼンテーションの実施は、令和８年２月６日（金）を予定していますが、詳細は提案

事業者に別途通知します。また、プレゼンテーション時間は質疑応答を含め４５分程度（プ

レゼンテーション３０分、質疑応答１５分）を予定しており、プレゼンテーションに用いる

資料は、事前に提出された企画提案書のみとします。

なお、プレゼンテーションの方法（現地、Web等）は後日、各提案者へ連絡します。

（２）審査基準

※配点は、選定委員会の委員長および委員 1名あたり 100点となります。

【合計点数計算方法】

①各評価者により、1名あたり 100点満点で採点。

②各評価者の採点のうち、最高得点と最低得点を除外。

※最高得点または最低点を付けた評価者が複数いる場合、それぞれ１名分を除外します。

③②で除外した得点以外によって、合計得点を算出。

項目 評価基準 配点

企

画

提

案

内

容

1.事前準備
1.1 実施方法 ・契約期間開始に向けた準備の実施方法（事業計画の概要、スケジュ

ール）、実施体制、要員の役割。要員育成（研修計画）等について、

適切な内容が具体的に示されているか。

10

1.2 実施体制 ・本業務を確実に実施できる人員体制が確保されているか。

・業務スケジュールは効率的に業務を遂行できる過程が明確で無理が

ないものとなっているか。

5

1.3 個人情報管理体
制

職員の氏名、年齢、行動予定（出張先）などの個人情報の管理徹底に

ついて示されているか
5

2.業務内容
2.1 実施方法 ・業務の実施方法（旅行者との連絡方法等含む）について、仕様書を

踏まえた具体的かつ有効な提案が示されているか。
10

2.2 業務フロー・マ
ニュアル

・旅行パターンごとのフロー・マニュアルについて、具体的な方法、

適切な内容が示されているか。
10

2.3 進捗管理 ・業務を安定的かつ効率的に実施できるよう、進捗管理の方法につい

て、具体的かつ有効な提案が示されているか。
10

2.4 経費節減 ・宿泊パックや割引制度の活用等、経済的かつ合理的な旅費を実現す

るための効果的な方法が示されているか。
10

2.5 品質管理 ・誤計算防止の体制、規程準拠の確認フロー等について、具体的かつ

有効な提案が示されているか。
10

2.6 対応力 ・法令等の改正や業務方法、様式変更への対応について、具体的かつ

有効な提案が示されているか。
10

2.7 情報共有 ・本市との書類やデータの授受、業務に関する情報共有をどのように

行うかについて、具体的かつ有効な提案が示されているか。
5

2.8 引継ぎ ・移行期間中の対応及び次期業者への引継方法について、具体的かつ 5
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（３）その他

次に掲げるいずれかに該当した場合には、失格とします。

①正当な理由なくプレゼンテーション開始時間までに来庁しなかった場合（Web会議にてプ

レゼンテーションが実施される場合には、正当な理由なくプレゼンテーション開始時間ま

でに Web会議にアクセスしなかった場合。）。

②審査の公平性を害する行為があったと本市が認める場合。

10 選考結果通知

選定作業終了後、全ての提案事業者に対して、電子メールによりお知らせします。また、選定

結果通知日の翌営業日以降に、次の項目を本市のホームページに掲載します。

・優先交渉権者の名称、点数

・参加業者の名称（５０音順）

・優先交渉権者以外の点数（点数の高い順）

（優先交渉権者以外の参加業者の名称と点数は関連付けない。）

※参加業者が２社以下の場合は掲載しません。

11 契約に関する事項

（１）委託契約の締結

①委託契約締結にあたっては、地方自治法や宮崎市財務規則をはじめとする諸規定に基づ

いて契約書を作成の上、随意契約を締結します。

②契約については、優先交渉権者と本市の間で、委託内容、経費等について事前に協議の

上、締結することとします。従って、選定された企画提案の内容をそのまま実施するこ

とを予め約束するものではなく、企画提案の内容を一部変更して契約することがありま

す。なお、優先交渉権者との契約が成立しない場合は、次点交渉権者と協議を行うもの

とします。

（２）契約保証金

契約締結に当たっては、受注者は宮崎市財務規則（平成元年規則第１号）第 105条第１項

の規定に基づく契約保証金を納付しなければなりません。ただし、同規則第 105条第１項各

号に該当するときは免除とします。

（３）辞退

有効な提案が示されているか。

3.その他
3.1 創意工夫 ・仕様書の記載内容に基づく、提案事業者独自の実現可能で効果的な

提案（更なる効率的な方法、デジタル化の提案、創意工夫、本市経済

の活性化等）が示されているか。

5

見

積

4 費用

（見積書）

・見積書の金額を基に、以下の計算式により評価点を算出する。

満点（5点）×（全提案中の最低見積価格÷当該提案事業者の見積価
格）

※計算結果の小数点未満は切り捨て

5

計 100
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優先交渉権者の選定後、特別な事情により契約を締結しない場合は、その理由を記載した

辞退届（様式任意）を提出してください。

12 留意事項

（１）提出された企画提案書等は、参加資格の確認及び優先交渉権者の選定以外の目的で、提案

事業者に無断で使用することはありません。

（２）本事業の取り組みや成果については、広報紙など宮崎市の各種広報媒体で公開する場合が

あります。

附 則

この要領は、令和７年１２月２６日から施行し、本業務の契約締結をもって、その効力を失う。



（様式第１号）

令和 年 月 日

公募型プロポーザル参加申込書兼誓約書

宮崎市長 清山 知憲 殿

所在地

商号又は名称

代表者職氏名

下記業務に関わる公募型プロポーザルに参加を申し込みます。

なお、参加資格の全てを満たすとともに本申込書及び提出書類の内容については、事実と相違

ないことを誓約します。

記

１．業務名 宮崎市旅費計算等業務委託

２．連絡先等

（１）所在地 〒

（２）担当部署

（３）担当者・氏名

（４）電話番号

（５）Mail



（様式第２号）

宮崎市長　　清山　　知憲　殿

（グループ名）

グループ協定書兼委任状

令和　　年　　月　　日

グループ名称

（代表者） 所在地

法人等名

職氏名

件　　名
宮崎市旅費計算等業務委託
公募型プロポーザル

[代表構成団体]

所在地

団体名

職･氏名

[構成団体]

所在地

団体名

職･氏名

[構成団体]

所在地

団体名

職･氏名

1 資格審査確認、企画提案に係る書類の提出及びプレゼンテーション実施に関す
る事項

2 業務委託契約締結に関する事項

3 委託料の請求受領に関する事項

4 契約に関する事項

1 本協定書に基づく権利義務は第三者に譲渡することはできません。

2 この協定書に定めのない事項については、構成団体全員により協議することとし

ます。

（備考）

   上記件名の募集に参加するため、実施要領に基づき、グループを結成し、宮崎市との間におけ
る次の事項に関する権限を代表者に委任して申請します。
   なお、当該件名の業務を受託した場合は、各構成団体は業務の遂行に伴い当グループが負担
する債務の履行に関し、連帯して責任を負います。

グループ名称

グループの代表
者

（受任者）

グループ
事務所所在地

グループの成
立､解散の時期
及び委任期間

令和　年  月　日から当該業務の委託期間終了後３ヶ月を経過する日まで。
ただし、当グループが上記件名の業務を受託できなかった場合は、ただちに解
散します。
また、当グループの構成団体の脱退又は除名については、事前に宮崎市の承
認がなければ、これを行うことができないものとします。

委任事項

その他

   グループを結成して公募に参加する場合はこの様式を提出してください。また、グループの構
成団体の数が３者を上回る場合は、この様式に準じて作成してください。

グループの
構成団体
（委任者）



（様式第３号）

令和 年 月 日

業務実績表

宮崎市長 清山 知憲 殿

所在地

商号又は名称

代表者職氏名

国、地方公共団体で業務を行った実績について、次のとおり報告します。

契約名
発注者

（確認連絡先）

契約金額

（千円）
契約期間 業務の概要

年 月 日

から

年 月 日

まで

担当部局名

TEL

年 月 日

から

年 月 日

まで

担当部局名

TEL

年 月 日

から

年 月 日

まで

担当部局名

TEL

年 月 日

から

年 月 日

まで

担当部局名

TEL

年 月 日

から

年 月 日

まで

担当部局名

TEL



（様式第４号）

令和 年 月 日

　　宮崎市長　殿

役員等名簿

フリガナ

氏 名

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

暴力団排除に関する誓約書兼照会承諾書

　私は、自己又は自社の役員等が、宮崎市暴力団排除条例（平成23年条例第47号）第2条第3号に規定する暴力団関係者
でないことを誓約します。
　また、下記の役員等名簿に記載した者が宮崎市暴力団排除条例第2条第3号に規定する暴力団関係者ではないことを、宮
崎県警察本部に照会することを承諾します。

所在地（住所）

法人名･商号･名称等

代表者　職名･氏名

記

大・昭・平

大・昭・平

大・昭・平

大・昭・平

大・昭・平

大・昭・平

大・昭・平

大・昭・平

大・昭・平

大・昭・平

職 名 生年月日 性 別 備 考

男・女

男・女

男・女

男・女

男・女

男・女

男・女

男・女

男・女

男・女



【備考】

【記入方法等】

1　氏名は、正確な（旧字等）字体で記載してください。

2　生年月日は、西暦ではなく邦暦（昭和・大正等）で記載してください。

3　この名簿に記載する「役員等」とは、「物品売買等の契約についての指
名競争入札の参加資格及び指名基準等に関する要綱（昭和59年告示第
91号）」の第1条の2第5号に定義する者をいいます。

4　役員等が新たに就任した場合は、遅滞なく本書を提出してください。

　本書類に記載された、氏名、生年月日等のすべての個人情報は、宮崎
市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年条例第２８号）
の規定に基づき取り扱うものとし、宮崎市が暴力団排除措置を講ずるため
の連携に関する協定書に基づき実施する暴力団排除措置以外の目的に
は使用しないものとします。　また、宮崎市がこれらの情報をもとに宮崎県
警察本部から取得した個人情報についても同様とします。

 　○物品売買等の契約についての指名競争入札の参加資格及び指名基準等に関する要綱　（抜粋）

　  （定義）

 　　第1条の2

　　　（5）　役員等　次のいずれかに該当する者をいう。

　　　　イ　法人にあっては、役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、

　　　　　相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、業務を執行する社員、取締役、

　　　　　執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。）、支　　　　

　　　　　配人、支店長、営業所長その他これらに類する地位にある者及び経営に実質的に関与している　　　　　　　　　

　　　　　者

　　　　ロ　法人格を有しない団体にあっては、代表者及び経営に実質的に関与している者

　　　　ハ　個人にあっては、その者

　　○宮崎市暴力団排除条例　　　（抜粋）

　　（定義）

　　第2条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

　　　　　　ろによる。

　　　（1）　暴力団　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号。以下

　　　　　　　「法」という。）第2条第2号に規定する暴力団をいう。

　　　（2）　暴力団員　法第2条第6号に規定する暴力団員をいう。

　　　（3）　暴力団関係者　暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者をいう。

　　　　（市の事務及び事業における措置）

　　第6条　市は、公共工事その他の市の事務又は事業により暴力団を利することとならないよう、

　　　　　次に掲げる措置を講ずるものとする。

　　　（1）　市が実施する入札に暴力団関係者を参加させないために必要な措置



（様式第５号）

令和 年 月 日

公募型プロポーザル質問書

宮崎市長 清山 知憲 様

所在地

商号又は名称

代表者職氏名

宮崎市旅費計算等業務委託に関し、以下の内容について質問します。

※記入欄が不足する場合は、適宜様式を追加して記入すること。

質問の返答先

※質問は、簡潔に取りまとめて記載すること。

※メールタイトルを「プロポーザル質問書（法人等名）」とし、メール送信後、担当者ま

で受信確認の電話（0985-45-0716）をお願いします。

送信先アドレス：01kaikaku@city.miyazaki.miyazaki.jp

質問の項目

（資料名・項番号等も記入すること）

質問内容

担当部署 担当者

電話・FAX E-mail



（様式第６号）

公募型プロポーザル辞退届

令和 年 月 日

宮崎市長 清山 知憲 様

所在地

商号又は名称

代表者職氏名

宮崎市旅費計算等業務委託に関する公募型プロポーザルについて参加を辞退します。

【辞退の理由】

担当者 所 属

氏 名

電 話

E-mail
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宮崎市旅費計算等業務委託仕様書

１ 業務名

宮崎市旅費計算等業務委託

２ 業務委託の目的

本市では、限られた人的資源を有効活用し、職員が重要課題に注力できる環境を整える

ため、令和 8年 4月に内部系共通事務を集約する「総務事務センター」を開設する。本業
務は、職員が公務で旅行する際に要する旅行命令書案の作成及びチケット手配等の付随業

務を専門業者へ委託することで、職員の事務負担を軽減し、本来従事すべき業務に専念で

きる環境を整備することを目的とする。また、専門的知見を活用することで、旅費規定に

則った適正かつ正確な旅費算定を行うとともに、より経済的なプランの利用促進による旅

費の低廉化を図る。

３ 委託業務の概要

（1）旅行命令書案の作成
宮崎市旅費支給条例及び関係規定に基づく、市長等の特別職や議員及び一般職の職

員並びに職員以外の者が公務のために旅行する際の旅行経路及び旅費を記載した旅行

命令書案の作成。

ただし、宿泊を伴わない市内旅行、宿泊を伴わず公用車のみ利用する市外旅行は、

委託業務の対象外とする。

（2）旅行命令書案に基づくチケット等の予約、発券及び配達
（１）で作成した旅行命令書案に基づいた、鉄道乗車券、特急券、急行券、グリー

ン券、指定席券、高速バス乗車券、船舶乗船券、航空機搭乗券及び宿泊施設利用券等

（以下「チケット等」という。）のうち、受託者において取り扱い可能なものについ

て、旅行者から手配依頼があった場合の予約、発券及び配達。

（3）旅行内容の変更、旅行の中止等に伴う変更業務
（２）で予約及び発券後のやむを得ない理由により旅行内容に変更が生じた場合及

び旅行を中止した場合における予約及び発券の変更手続き並びに旅行命令書と異なる

旅行経路や宿泊先を利用した場合及び旅行の中止後の旅行命令書の変更案（以下「変

更旅行命令書案」という。）の作成。

（4）委託業務の実績報告
委託業務に付随する報告書の作成。

４ 履行期間

委託業務の履行期間は令和８年４月１日（水）から令和９年３月３１日（水）までとす

る。

５ 受託者の条件

受託者は、次に掲げる条件のいずれにも適合している者又はその者と委託された業務の

チケット等の手配に関する業務について法令に適合した業務提携をしていることを証明で

きる者であること。

（１）旅行業法（昭和２７年法律第２３９号）第３条に規定する旅行業又は旅行業者代理

業として、観光庁長官登録を受けた者であること。

６ 旅行命令書案の作成業務について

（１）旅行命令書案を作成する場合は、次に定める旅費に関する本市の規定（以下「旅費

規定」という。）に沿って行う。
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ア 「宮崎市旅費支給条例」

イ 「宮崎市旅費支給条例施行規則」

ウ 「宮崎市旅費取扱マニュアル」

（２）受託者は、旅行命令を発する所属の長、当該所属の庶務担当者又は旅行者（以下

「旅行者等」という。）から、旅行の用務地、日程、旅行者等を記載した旅費積算依

頼票（様式１）の送達を受けた場合は、旅費規定に沿った旅行経路及び旅費を算定し、

その内容を記載した旅行命令書案（様式２）及び見積書を作成し、送達を受けた翌日

（旅行者等が記載した旅費積算依頼票に必要な情報が不足している場合は、必要な情

報が満たされた送達を受けた翌日）から起算して、３営業日後までに旅行者等に返送

しなければならない。

（３）旅行命令書案に旅行経路を記載するのが難しい場合は、別途、行程表を作成して添

付すること。

（４）旅行命令書案は旅費積算依頼票（様式１）ごとに作成し、順に番号を付すこと。

（５）鉄道賃、船賃、航空賃、車賃は、旅費規定に沿って旅費計算時に利用可能な割引制

度を利用して旅費を計算すること。ただし、航空機を利用する旅行にあっては、委託

者が指定する格安航空会社は原則利用しないこととする。

（６）受託者は、宿泊を伴う旅行にあって、旅行者等があらかじめ宿泊施設を指定した場

合を除き、経済性と旅行者の利便性を考慮した宿泊施設を旅行者等へ提示すること。

なお、２泊以上の旅行で宿泊地が異なる場合は、その宿泊地ごとに同様に提示し、そ

れぞれの宿泊施設の料金、朝食及び夕食の有無等について旅行者等に明示すること。

また、旅行者等が旅行命令書案を承認する前に、旅行者等が選択した宿泊施設を反映

した旅行命令書案の提示を求められた場合は、求めに応じ旅費計算した旅行命令書案

を旅行者等へ提示すること。

（７）宿泊を伴う旅行で、かつ往路・復路ともに同一経路を利用する旅行は、航空賃等

（往復）と宿泊施設利用料を合算した額となる企画旅行（以下「宿泊パック」とい

う。）を提示し、旅行者等に選択させること。

ただし、繁忙期（１２月２５日～１月４日、３月２５日～４月５日、４月２８日～

５月６日、７月１３日～８月１６日）又は旅行者等の責めにより出発日の前日から起

算して１０日前までに旅行経路が決定できなかった場合はこの限りでない。

（８）受託者は、前号の規定に基づく場合は、旅行者等に対し経済性と旅行者の利便性を

考慮した宿泊パックのプランをすること。また、宿泊パックのプランの料金、朝食及

び夕食の有無、航空券等と宿泊施設の手配を別々に行った場合の料金について、旅行

者等に明示すること。

（９）受託者は、次のいずれかに該当する場合は変更旅行命令書案を作成すること。

ア 旅行者等から、旅行出発前に公務上の理由等により既に作成された旅行命令書に

記載のある旅行経路と異なる旅行経路へ変更する必要が生じたことにより、変更旅

行命令書案の作成の依頼があった場合

イ 旅行者等から、旅行出発後に公務上の理由等により既に作成された旅行命令書と

異なる旅行経路で旅行を行ったことにより、変更旅行命令書案の作成を依頼された

場合

ウ 受託者が旅費規程に反する旅行命令書案を作成した場合

（10）前号までの旅行者等と受託者間の連絡は、原則月曜日から金曜日（祝日及び１２月
２９日から１月３日までを除く。）の午前８時４５分から午後４時３０分までの間に、

電子メール等で行うものとする。ただし、緊急を要する場合等はこの限りでない。

（11）受託者は、旅行者等が作成した旅費積算依頼票に必要な情報が不足している場合は、
不足箇所を明示した上で旅行者等に連絡し確認すること。

（12）次に掲げる旅行は、受託者は旅行命令書案を作成することを要しない。
ア 宿泊を伴わない市内旅行



3

イ 宿泊を伴わず公用車のみ利用する市外旅行

（13）受託者は、旅費規定に沿わない誤った旅行命令書案を作成し、これに基づき旅行が
行われた場合、誤った旅行命令書案を作成したことについて相当の理由があると委託

者が認める場合を除き、旅費規定に沿った旅費を超える額を受託者が負担しなければ

ならない。また、既に旅行者へ旅費の支給が行われている場合は、旅費規定に沿った

旅費を超える額を委託者へ返還しなければならない。

（14）受託者は、旅行経路案の作成及び旅費の計算について疑義が生じた場合は、速やか
に委託者（別途指定する所管課）に確認し、その指示に従うこと。

７ チケット等の予約、発券及び配送業務について

（１）旅行者等は、６（１０）に規定する方法で、受託者に対し速やかに旅行命令書案に

ついて承認するか否かを返信すること。

（２）受託者は、前号の規定に基づき旅行者等から旅行命令書案の承認を得た後、旅行に

必要なチケット等のうち、受託者において取り扱い可能なものについて、旅行者等か

ら手配依頼があった場合の予約、発券を行い、旅行日の前日までに旅行者に電子メー

ル等で配送すること。また、電子メール等による配送が難しい場合は別の手段を講じ

ること。

（３）チケット等の配送に関しては受託者と旅行者等の間で十分に調整し、原則として旅

行者に直接行わなければならない。ただし、やむを得ない場合は旅行者の所属する課

（室）の他の職員に行うことができる。

（４）次に該当する場合は、（２）の規定に関わらず、受託者は旅行者等に対しチケット

等の予約、発券及び配達することを要しない。

● 特別な理由によりチケット等の手配が困難な場合であって、委託者の承認を得た場

合

（５）受託者は、チケット等を引き渡す際には、旅行者等に電話確認するなどの方法でチ

ケット等の授受に関して疑義が生じないよう努めること。

（６）受託者が手配したチケット等の代金は、委託者が受託者の口座（受託者が本市に登

録している口座）に原則として当該旅行の終了日の翌日から起算して３０日以内（当

該日が閉庁日の場合はその翌日）に、直接振り込むものとする。

８ 旅行内容の変更、旅行の中止等に伴う変更について

（１）受託者が、７（２）に基づきチケット等の予約・発券を行った後、旅行者等から旅

行内容について旅行出発前に公務上の理由等により変更の依頼があった場合は、受託

者は、依頼に基づき予約・発券の変更を行うこと。

なお、手配依頼したチケット等旅行代金に係る運送及び宿泊機関等の取消料（キャ

ンセル料）等は、委託者から受託者に対して取消日に応じた料金をその都度支払うも

のとし、その支払日は７（６）に準ずるものとする。

（２）旅行中止や旅行経路の変更に伴い既に受託者に支払われたチケット等の代金に差額

（余剰）が生じた場合は、受託者はキャンセル料等を控除した残額を本市の指定する

方法により返金（戻入）しなければならない。

９ 業務実績の報告について

（１）受託者は、毎月１４日までに、前月分の①業務完了届（様式３）及び②業務実績内
訳書（様式４）に、当該月に作成した③旅行命令書案、変更旅行命令書案の写し及びこ
れに係る④旅費積算依頼票（様式１）の写し全てを添えて委託者（別途指定する所管課）
に報告しなければならない。

（２）前号に規定する業務実績内訳書、旅行命令書案、変更旅行命令書案の写し及び旅費

積算依頼票（様式１）の写しの提出は、電子媒体での提出に代えることができる。
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10 成果物について

（１）受託者は、次に掲げる成果物の提出及び内容の報告を令和９年３月３１日(水)まで
に市に行うこと。

● 業務完了報告書

● 本委託業務において作成したマニュアル等

● 委託業務引継書

（２）成果物の著作権、所有検討の権利は、全て委託者に帰属するものとする。また、委

託者は、成果物の全てについて、業務に必要な範囲で改変し、二次利用する権利を有

する。

11 業務の引継ぎ

（１）受託者は、次期契約者が他の業者に変更される場合は、変更後の業務が円滑に執行

されるよう、契約期間満了前１か月の期間において次期契約者に対して業務の引継ぎ

を行わなければならない。

（２）前号の業務の引継ぎは、受託者が作成し、委託者の承認を得た委託業務引継書を使

用して行うこと。

12 その他

（１）受託者は、業務委託契約後、速やかに委託された業務の責任者及び従事者を定め、

業務従事体制届出書（様式５）により委託者に届け出なければならない。

（２）業務委託契約日から令和８年（２０２６年）３月３１日までは準備期間とし、契約

期間開始後の業務委託の円滑な履行のための準備を進めること。

（３）受託者及び委託者は、定期的に業務打合せを行い、業務委託の円滑な履行及び旅費

事務の効率化に努めること。

（４）受託者は、業務委託履行期間中に本市の旅費規定（様式１及び様式２を含む。）が

改正された場合は、改正された旅費規定に従い業務を履行すること。この場合におい

て、必要があるときは、委託者及び受託者が協議の上で業務の仕様変更や契約の変更

を行うものとする。

（５）受託者は、本業務を実施する上で知り得た秘密について、委託期間終了後も含め、

不当な目的に利用したり、第三者に漏らしたりしてはいけない。また、本業務遂行に

当たっては、「宮崎市個人情報の保護に関する法律施行条例(令和 4年条例第 28号)」
及び「宮崎市情報セキュリティポリシー」(宮崎市ホームページに公開)を遵守すること。

（６）業務委託の流れは、別紙業務フロー図を参照すること。

（７）チケット等旅行代金に係る運送及び宿泊機関等の取消料（キャンセル料）等は、委

託者から受託者に対して取消日に応じた料金を７（６）に基づいて支払うものであり、

業務委託料には含まれない。

（８）この仕様書に定めのない事項は、委託者及び受託者が協議の上これを決定するもの

とする。

13 業務量について

参考として、直近３年間の旅費支出件数（宿泊を伴わず、公用車および私用車を使

用した旅行にかかる旅費を除く）を掲載する。
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年度別旅費支出件数（単位：件）

※（）内は外国旅行分

R7想定 R6 R5 R4
普通旅費 年間 1,080

（24）
1,109
（18）

1,016 651

月平均 90
（2）

92
（2）

85 54

研修旅費 年間 120 115 116 94

月平均 10 10 10 8

費用弁償 年間 360 399 199 160

月平均 30 33 17 13

合計 年間 1,560
（24）

1,623
（18）

1,331 905

月平均 130
（2）

135
（2）

112 75
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（様式３）

業務完了届（ 年 月分）

年 月 日

宮崎市長 （宛）

受託者 住所

氏名

下記の業務について、 年 月分が完了しましたのでお届けします。

記

１委託業務名

２履行場所 宮崎市



7

（様式４）

年 月 日

宮崎市長 （宛）

受託者

業 務 実 績 内 訳 書（ 年 月分）

旅行

命令書

No

作成

依頼

課

作成

依頼

日

作成

日

主な目的地

出発地
旅行

者数
出発日

宿泊

数

交通手段 旅費

（旅行者が複数の場合は、旅行者ごと

に記載）

旅券

手配

額

本人

支給

額

宿泊

パック

の有無
都道府県 市区町村 航空機 JR 交通費 日当 宿泊料 総額

月計 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─
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（様式５）

業務従事体制届出書

年 月 日

宮崎市長 （宛）

受託者 住所

氏名

下記のとおり、業務従事者を定めましたのでお届けします。

記

※ １ 業務に従事する者の氏名及び当該業務又は類似業務に従事した経験年

数等を記載すること。旅行命令書案作成業務は、業務の遂行に支障が

出ないよう、できる限り複数の者を充てること。

※ ２ 補充予定者とは、担当者が病気・退職等のやむを得ない理由により当

該業務に従事ができない場合に、担当者に代わって業務を行う者をいう。

担当者氏名等※１ 補充予定者※１※２

業務責任者

旅行命令書案作成業務
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旅費業務フロー図


